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7・11 ワールドカップサッカー･アフリカ大会ー決勝戦、スペイン優勝、対オラン

ダ戦1対 0／3位ードイツ、対ウルグアイ戦ー3対 2

菅政権ー内憂外患と支持率続落

7・13 Ａ「首相、責任論封じ懸命ー謝罪『私の至らなさだ』、譲歩･消費税は急が

ずー臨時国会 30 日召集」「民主嵐の後の静けさー執行部も小沢グループも

沈黙、視線は9月代表選ｰ野党、議事人事で攻勢，統一候補を担ぐ動きも」

「部分連合、険しい道ー首相、政策ごとの協力模索ー異なる立場･主張、ど

う克服ー法案成立に野党の協力必要、野党ペースになりがち」「郵政改革が

けっぷち、参院野党の賛同難問ー総務省、限界額見直し示唆ー経営陣、弱

まる後ろ盾」「民主敗北に経済界、財政再建実行求めるー超党派で議論と政

権運営、説明丁寧にー市場の反応限定的、『内政、主要材料でない』」／Ｙ

「菅政権、内憂外患ー小沢氏側と亀裂拡大、参院選総括で執行部責任論も

ー自民、参院人事で攻勢、野党共斗で議長ポスト狙う」

→7・13 各紙社説

●Ａ「ねじれ下の政権ー選ぶ力、説く力が大切だ」 

●Ｍ「敗北･民主党ー政策の再構築が先決だ」「復調、自民党ーねじれをど

う使うのか」

●Ｙ「経済再生へ政治の機能回復を」 

●Ｎ「危機回避へひるまず経済･税財政改革を」 

●Ｔ「改選第一党ー自民復調と浮かれるな」

●Ｈ「参院選結果ー公約実現へ、国民とともに」

●7・14Ｍ「『ねじれ』でどうする、子ども手当ーむしろ磨きをかけよう」

●7・14Ｙ「税制抜本改革ーひるまず消費税論議を進めよ」

●7・14Ｔ「消費税増税ー改革の実績が不可欠だ」 

●7・15Ａ「一票の格差ｰ選挙結果ゆがめた深刻さ」 

●7・17Ｔ「『衆院比例で 80 減:』掲げたけれどー議員削減はや及び腰ー大
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敗民主、党内に消極論」

→7・15Ｙ「民主執行部批判続出、都道府県連ー『消費税発言軽すぎた』『政

権運営が期待はずれ』－参院選大敗で意見交換」

7・14 Ａ（世論調査） 7・12～13 電話調査 1088 人回答（59％）

①菅内閣ー支持率37％、不支持46％

②参院選での民主の敗北ーよかった 48％、よくなかった 30％

③菅首相の選挙結果の責任ー辞任すべきだ 17％、辞任不要 73％

④消費税引上げー賛成 35％、反対 54％

⑤今回の選挙で菅首相の消費増税発言をー重視した 32％、重視しない 57％

⑥消費税引上げ議論ー進めたほうがよい 63％、勧めない方がよい 29％

⑦「ねじれ」国会は今後の政治にとってーよいこと 41％、よくないこと 40％

⑧今後も民主党政権がー続いた方がよい 34％、そう思わない 64％

⑨今の自民党に政権を任せてもよいかーよい 17％、そう思わない 64％

⑩次の衆院選はー早く実施すべし 23％、急ぐ必要ない 68％

7・14 Ｙ（世論調査） 7・13～14電話調査1063人回答（58％）

①菅内閣ー支持率38％、不支持52％

②民主の敗北ー良かった54％、良くなかった29％

③菅首相の続投表明ー賛成62％，反対28％

④民主･小沢一郎前幹事長の執行部批判ー問題だ64％、問題ない27％

⑤消費税率引き上げー必要64％、そうは思わない32％

→7・14Ｙ「内閣支持急落 38％、不支持が逆転 52％ー与党過半数割れ『良

かった』54％」「無党派で『菅離れ』－政党支持『みんな』急伸」「首相、

政権維持へ低姿勢ー内閣支持率急落、党実力者に協力要請ー『部分連合』

で『死に体』回避模索ー野党攻勢、参院が主戦場に」「共産『力不足おわび

します』－『赤旗』で異例の声明」／Ｔ「内閣支持下落36％ー首相続投52％

が『容認』」
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日振銀事件ー竹中ブレーン・木村剛氏の転落

⇒7・14 日本振興銀行前会長木村剛（48）容疑者、逮捕ー警視庁、金融庁検

査妨害罪（銀行法）でー社長ら現役員 4 人も／木村剛容疑者の経歴ー小泉

政権、竹中平蔵金融担当相のブレーン、金融庁顧問／日本振興銀行 04 年開

業、10・3 期預金残高 5932 億円、貸出残高 4219 億円、全国に 125 店舗（7・

14Ａ夕） 

→7・14Ｙ夕「木村前振興銀会長を逮捕ー検査妨害容疑、西野社長ら4人も

ー木村容疑者『ワンマン』『収益優先』繰り返すー『元金融相と蜜月』背景

に、内部トラブル絶えず」

→7・15Ｙ「利益優先で倫理腐食、振興銀事件ー融資還流させ増資、高金利

取引も隠ぺいかー新社長『最悪の、最悪のシナリオ』」「㈳振興銀首脳逮捕

ー『改革派』の仮面がはがれた」／Ａ㈳「振興銀事件ー掲げた理想、裏切

った罪」

7・14 政党交付金の配分（参院選の結果による試算）（7・15Ｙ）

①民主 17,095（百万円）

②自民 10,263

③公明 2,341

④社民 831

⑤みんな 675

⑥国民新 396

⑦新党日本 135

⑧新党改革 119

⑨たちあがれ 81 合計約319億円

7・14 生活保護水準＞最低賃金ー中央最低賃金審議会・小委員会、2010 年度の地

域別最低賃金を労使代表が議論ｰ厚労省,生活保護水準＞最低賃金の「逆転

現象」の地域が 12 都道府県に上がったと公表ー現行最賃平均 713 円（7・

15Ｙ）
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「スパイ事件」再審と水俣病認定基準否定判決と

7・15 在日韓国人スパイ事件、初の再審無罪ーソウル高裁（李康源裁判長）、70～

80 年代の在日韓国人「スパイ事件」（966 件）で京都在住在日韓国人･利宗

樹氏（51）に対し無罪判決／李氏、82・11 連行され、84・9 最高裁で懲役

10年確定、88・6まで収監（7・15Ａ夕）

7・16 Ａ「国家戦略局構想を断念ー格上げせず提言機関に、政治主導の目玉変質」

／Ｍ「国家戦略室格下げー官房長官と業務重複、『首相へ助言』に限定」

→7・19Ｍ「普天間移設ー再び『迷走』懸念ー具体像なき『官邸主導』追跡･

民主大敗ｰ来月末に工法検討期限、沖縄との対話糸口つかめずー米国防総省

『複数案』拒否」

←7・15～16 実務者協議（ワシントン）－日米の外務･防衛両省の課長級協

議

7・16 水俣病・国の基準否定判決ー大阪地裁（山田明裁判長）、大阪府豊中市の女

性（84）が国と熊本県に求めた認定棄却の熊本県認定棄却処分取消し請求

を認容ー「国の認定基準」（77 年基準）につき「医学的正当性を裏付ける証

拠はない」と判示（7・17Ａ）／行政による水俣病認定患者は約3000人、

認定申請中は約8000人、77年以後の棄却数は約1万 5000人

→7・17Ｍ「水俣病、国の基準否定ー大阪地裁、『医学的正当性ない』－原

告の患者認定命令」「解説ー認定行政、見直し迫る」「救済策に影響必至ー

基準の『厳しさ』指摘、費用負担急増に懸念」「水俣病原告勝訴,『意義あ

る判決だ』－支援者、満面の笑みー現行救済策遅れ心配、患者団体」

→7・17 社説

●Ａ「水俣病ー司法に従い新たな基準を」 

●Ｍ「水俣病認定基準ｰ救済策の抜本見直しを」

●Ｎ「水俣病の認定基準を改めよ」

●7・18Ｙ「水俣病地裁判決ー被害者救済を着実に進めよ」

7・13 米財政赤字1兆ドル超（米財務省発表）－6 月の財政収支 4 億 2200 万ドル
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（約 6 兆 680 億円）の赤字ー08・10 以来 21 ヵ月連続の財政赤字記録→10

会計年度（09・10～11・9）に入ってからの累積赤字は 9 ヵ月間で 1 兆 40

億 2800 万ドルまで膨張、09 年度に続き 1 兆ドル突破（7・14Ｍ夕） 

⇒7・13 オバマ大統領への「信頼しない」58％（米ワシントン･ポスト紙の

世論調査）ー①「国家のために正しい決定をすると信頼しているか」否定

58％、②議会民主党「信用しない」68％、議会共和党「不信」72％（7・14

Ｍ夕） 

⇒7・14 消費税段階上げー国際通過基金（ＩＭＦ）、日本の経済･財政状況に

対する年次審査報告を公表ｰ 2011 年度からの段階的な消費税率引き上げな

どの具体策を提言ー「15％になればＧＤＰ比で 4～5％の歳入増になる」と

例示（7・15Ｎ夕） 

→7・15Ｙ夕「『日本の消費増税を』、ＩＭＦ－来年度から、14～22％案提示」

→7・17Ｎ「政策の空白回避をー参院選後の政治、経済界が注文ー『消費税

上げ、自信もって』『成長戦略,与野党で推進』」

80 年ぶりの米金融規制強化法成立と路線大転換

7・15 米金融規制法案成立ー30年代恐慌時代以来約80年ぶりの米国の抜本的な金

融規制強化法案（銀行が投機的な投資に傾斜するのを規制し、消費者が危

険な商品に手出しするのを防ぐ内容）、上院で可決（賛成60票,反対39票）

－下院で可決済みのため、オバマ大統領の署名で成立へ（7・16Ａ夕）／法

案は約 2300 ページで①金融危機対応②リスク取引の制限③消費者保護の 3

本柱→米「自由化路線」からの転換へ（7・16Ｍ夕） 

＜銀行の高リスク投資制限＞（7・16Ｎ夕） 

①銀行によるリスクの高い投資を大幅に制限

②銀行本体によるリスクの高いデリバディブ取引を禁止

③公的資金での金融機関救済をやめ、円滑な破綻処理制度を設置

④ＦＲＢが大手金融機関の監督を一元的に担当
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⑤金融システムの安定性を監視する評議会を設置

⑥一定規模以上のヘッジファンドは米証券取引委員会に登録義務付け

⑦金融取引の消費者保護を強化

7・15 中国・2 ケタ成長続く（中国国家統計局）－4～6 月期のＧＤＰが実質で前

年同期比で10.3％増と発表（7・15Ｎ夕）

7・15 小沢前幹事長「不起訴不当」決議ー「陸山会」の07年分政治資金規正法違

反（虚偽記載）容疑を不起訴とした東京地検特捜部の処分につき7・8東京

第 1 検察審査会が「不起訴不当」決議→7・15 公表／04、05 年分虚偽記載

容疑については、4・30 東京第 5 検審が「起訴相当」決議→10・8 以後、2

度目の決議予定ー議決理由要旨（7・16Ａ）

→7・16Ａ「小沢氏、07年分『不起訴不当』－検察審『秘書任せ、通らぬ』」

「小沢氏再捜査、高い壁ー検察審、資金の流れ重視ー検察幹部ら戸惑う声

ー与党慎重、勢いづく野党」

→7・16 各紙社説

●Ａ「『不起訴不当』ー市民の声に耳を澄ます」

●Ｍ「検審『不起訴不当』－小沢氏はやはり説明を」

●Ｙ「第１検察審議決ー小沢氏不起訴にまた疑問符」

●7・17Ｈ「小沢氏『不起訴不当』－菅代表はまだ沈黙続けるのか」

7・17 関東地方、梅雨明けー各地の大雨被害死者8人、行方不明7人ー東海･中国

地方の集中豪雨と河川はん乱（7・17Ａ夕）

7・18 Ａ「4生保、政界62人接待ー不払い問題発覚後ー第一生命、1000万円分券

購入も」「4生保、政界工作連携ー国会議員に直訴・接待費は分担」

ー05年 2～07･2表明化の生保不払い問題（07・2金融庁が生保全38社に05

年度までの 5 年間分の調査報告命令→08・7・10 社に対し業務改善命令ー

計 1000 億円超の不払い報告額

ー生保 4 社の飲食接待ー06・4～10・2 自民党議員 21 人、同党議員秘書 31

人、民主議員４人、同党議員秘書 6 人、計 62 人で 74 回（うち衆参両院財

金委在籍議員は 8 人、議員秘書は 8 人ー接待での 1 人上当りの費用は 1 万
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数千円～3 万円多い、1 人当り 9.5 万円の高級料亭も／第一生命（06・7～

07・７生保協会の会長）、07・4～08・3国会議員側パーティー券購入費とし

て 1000 万円以上支出（自民議員 37 人、民主議員 6 人、無所属 1 人の政治

団体へ）／第一生命以外の生保大手3社もパーティー券購入

→7・19Ａ「生保への質疑短縮ー衆院財金委参考人招致、自民議員に依頼か」

→7・19Ａ「7 公益法人が政治活動ー政治団体に自動加入、会費一体化し献

金に」「会員知らぬ間に献金ー公益法人･政治活動、『法の抜け穴』指摘も」

ー①日本薬剤会（99770人）－08年判明分自民に2億 4873人、民主746万

円②日本栄養士会（59867人）－自民に50万円③日本柔道整復師連盟（16372

人）－自民に 944 万円④全日本鍼灸マッサージ師会（12636 人）－自民に

50万円⑤全日本医薬品登録販売者協会（9627人）－自民に596万円、民主

に10万円⑥日本鍼灸会（6172）－自民170万円

7・18 Ｙ「民主大敗くすぶる責任論、菅代表再選に壁ー小沢氏側、主戦論強まる」

「党員･サポーター参加」へー8 年ぶりに本格代表選」／Ｎ「民主代表選後

『何が起きる』－大連立か再編か‥ー与野党、小沢氏を注視」

7・19 Ａ「弁護士になったけど」「もがく『法曹の卵』、『お金、もうないよ‥』ー

夢追うより食いぶちー法科大学院乱立の末」

7・18 イラク･アフガンーバグダッドなどで相次ぐ爆弾テロ、少なくとも 46 人死

亡、40 人以上負傷／アフガン、カブール市場で自爆ー少なくとも市民 3 人

死亡、約40人負傷ー7・20アフガン支援高裁会議を前にして（7・19Ｙ）


